







































































































































































































































































































































± 8.0分、26.1± 3.8分、7.5± 3.9分、4.5± 2.6
分であった。また、リーダー群においては、そ






























座位行動時間（分） 21.9± 8.0 26.5± 3.2
低強度身体活動時間（分） 26.1± 3.8 27.4± 2.7
中等度身体活動時間（分）  7.5± 3.9  4.5± 1.6
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アップ後（0.4± 3.9 vs. 3.7± 4.4、p<0.01）お
よび授業後（0.4 ± 3.9 vs. 6.2 ± 3.6、p<0.01）
の時点で、ウォーミングアップ後と比較して授
業後（3.7± 4.4 vs. 6.2± 3.6、p<0.01）の時点で、
それぞれ有意に増加した（図 4）。同様に、覚醒
度の値について、授業前と比較してウォーミン
グアップ後（-5.7± 4.8 vs. 0.7± 5.8、p<0.01）
および授業後（-5.7± 4.8 vs. 3.6± 6.1、p<0.01）
の時点で、ウォーミングアップ後と比較して授
業後（0.7± 5.8 vs. 3.6± 6.1、p<0.05）の時点で、
それぞれ有意に増加した（図 4）。また、安定度
の値は、授業前と比較してウォーミングアップ
後（6.0± 2.8 vs. 3.0± 3.3、p<0.01）および授
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